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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
鋼材を焼入れする際、冷却開始温度Ｔｓに加熱された鋼材に、冷却条件Ｃでの冷却を開始
してから、該冷却条件Ｃでの冷却を終了するまでの冷却時間を予め導出する、鋼材を焼入
れする際の冷却時間の導出方法であって、
焼入れを行う鋼材と同じ鋼種Ａからなり、体積Ｖおよび表面積Ｓがそれぞれ異なるｎ個（
ｎは２以上の自然数）の試験片を作製し、前記試験片のそれぞれの中心部分に温度センサ
ーを挿入するための穴を設ける第１のステップと、
前記試験片の前記穴に前記温度センサーを挿入し、冷却開始温度Ｔｓに加熱保持し、つい
で各試験片に対し同じ冷却条件Ｃで冷却を開始し、冷却を開始してから前記温度センサー
で測定された前記中心部分の温度が低下して冷却停止温度Ｔｅに到達するまでの冷却時間
ｔを測定する試験を、ｎ個の前記試験片について実施する第２のステップと、
関係式（１）で定義される関数ｆであって、第２のステップで得られた１組が体積Ｖ、表
面積Ｓおよび冷却時間ｔからなるｎ組のデータが関係式（１）を満足する関数ｆを決定す
る第３のステップと、
前記焼入れを行う鋼材の形状Ｆ１が有する体積Ｖ１および表面積Ｓ１を関係式（１）に代
入して冷却時間ｔ１を算出する第４のステップと、
を備えることを特徴とする鋼材を焼入れする際の冷却時間の導出方法。
　関係式（１）：　ｔ＝ｆ（Ｖ／Ｓ）
【請求項２】
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請求項１に記載の冷却時間の導出方法によって導出した冷却時間ｔ１を用いて行う、鋼材
の焼入れ方法であって、
前記鋼材を焼入れする際、前記冷却開始温度Ｔｓに加熱された前記鋼材を前記冷却条件Ｃ
で前記冷却時間ｔ１だけ冷却した後、前記冷却条件Ｃでの冷却を停止することを特徴とす
る鋼材の焼入れ方法。
【請求項３】
前記鋼材の焼入れ時の冷却が、異なる冷却条件によって多段階に分かれており、それぞれ
の冷却段階で、冷却時間を導出するための、異なる関数ｆを決定することを特徴とする請
求項２に記載の鋼材の焼入れ方法。
【請求項４】
請求項２または３に記載の鋼材の焼入れ方法で焼入れした鋼材に、さらに、焼戻しを行う
ことを特徴とする鋼材の焼入れ焼戻し方法。

 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鋼材を焼入れする際の冷却時間の導出方法、鋼材の焼入れ方法および鋼材の
焼入れ焼戻し方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　鋼材は、硬度および靱性に優れた材料である。鋼材の硬度は、例えば、焼入れによって
付与される。焼入れとは、オーステナイト域の焼入れ温度に加熱した鋼材を急冷すること
で、鋼材の組織をマルテンサイト変態させる処理である。そして、この焼入れ後の鋼材に
焼戻しを行うことで、鋼材に靱性を付与できる。焼戻しとは、焼入れ後の鋼材を、オース
テナイト域以下の適当な温度に再加熱する処理である。
【０００３】
　焼入れ焼戻しが実施される鋼材には、例えば、スラブ、ブルーム、ビレットといった素
材の形状を有しているものの他に、各種の治工具、金型、構造用部品といった製品の形状
を有しているものがある。そして、焼入れの実施において、鋼材が、大きかったり、複雑
な形状であったりすると、冷却時の冷却速度が、目標とする冷却速度に対して、鋼材の表
面では大きくても、鋼材の中心部分では小さくなって、鋼材の中心部分でマルテンサイト
変態が不十分となり得る。よって、実際の鋼材の焼入れでは、その鋼材の大きさや形状に
応じて、鋼材の全体で上記の「目標とする冷却速度」以上の冷却速度を達成できる「冷却
条件」を、予め設定しておくことが重要である。
【０００４】
　冷却条件を決定する因子として、例えば、冷却媒体の種類を挙げることができる。そし
て、この冷却媒体の種類に応じた冷却手法として、例えば、送風した空気等を用いる空気
焼入れ（衝風冷却）や、水を用いる水焼入れ、油、塩浴、溶融金属等を用いる熱浴焼入れ
、窒素やアルゴン等の不活性ガスを用いるガス焼入れ等が選択されている（特許文献１～
３）。また、冷却条件を決定する因子には、冷却媒体の温度を挙げることができる。そし
て、衝風冷却であれば送風する空気の風量や風速、ガス焼入れであれば不活性ガスの流量
（圧力）を挙げることができる。
【０００５】
　そして、実際の焼入れでは、その冷却過程において、鋼材の温度がある指示温度に達し
たときに、上記の冷却条件による冷却を停止する場合がある。例えば、冷却の前半は、目
標とする冷却速度以上の冷却速度で急冷するが、冷却の後半は、鋼材の割れを抑制するこ
と等を理由にして、上記の冷却速度よりも小さな冷却速度で緩冷するために、冷却手段を
一旦停止する場合がある。したがって、鋼材の焼入れでは、上述した冷却条件を予め設定
しておくことに加えて、冷却中の鋼材の温度を管理することも重要である。
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　しかし、工場における操業で、冷却中の鋼材の「中心部分の温度」を直接測定すること
は現実的でない。よって、実際の焼入れでは、予め設定した冷却条件が達成する冷却速度
を知っておくことで、この冷却速度で冷却中の鋼材の、中心部分の温度と冷却時間との関
係から、鋼材の中心部分の温度を推定している。そして、鋼材の中心部分の温度が指示温
度に達したときを、そのときの冷却時間で判断している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－０３１５３０号公報
【特許文献２】特開２００６－３４２３６８号公報
【特許文献３】特開平１０－０８０７４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述の通り、鋼材に焼入れを実施するにおいては、予め設定した冷却条件で指示温度ま
で冷却したいときに、どのくらいの時間冷却すればよいかを算出することが重要となる。
　しかし、実際に焼入れが実施される鋼材は、大きさや形状が様々である。そして、焼入
れする鋼材の大きさや形状が異なるときに、その鋼材の中心部分の冷却速度も異なる。よ
って、大きさや形状が異なる、一つひとつの鋼材において、それら鋼材の中心部分の冷却
速度が異なる点で、冷却中の鋼材の中心部分の温度と冷却時間との関係がわからないこと
から、指示温度まで冷却したいときに、どのくらいの時間冷却すればよいかを算出するこ
とは容易でない。
【０００８】
　本発明の目的は、焼入れを行う鋼材の大きさや形状が異なっても、その指示温度までの
冷却を、冷却時間で効率よく管理できるための、鋼材を焼入れする際の冷却時間の導出方
法を提供することである。そして、上記の方法によって導出した冷却時間を用いて行う、
鋼材の焼入れ方法を提供することである。
　また、本発明の目的は、上記の焼入れ方法によって焼入れされた鋼材に、さらに、焼戻
しを行う鋼材の焼入れ焼戻し方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、鋼材を焼入れする際、冷却開始温度Ｔｓに加熱された鋼材に、冷却条件Ｃで
の冷却を開始してから、この冷却条件Ｃでの冷却を終了するまでの冷却時間を予め導出す
る、鋼材を焼入れする際の冷却時間の導出方法であって、
焼入れを行う鋼材と同じ鋼種Ａからなり、体積Ｖおよび表面積Ｓがそれぞれ異なるｎ個（
ｎは２以上の自然数）の試験片を作製し、これら試験片のそれぞれの中心部分に温度セン
サーを挿入するための穴を設ける第１のステップと、
試験片の上記の穴に温度センサーを挿入し、冷却開始温度Ｔｓに加熱保持し、ついで各試
験片に対し同じ冷却条件Ｃで冷却を開始し、冷却を開始してから上記の温度センサーで測
定された試験片の中心部分の温度が低下して冷却停止温度Ｔｅに到達するまでの冷却時間
ｔを測定する試験を、上記したｎ個の試験片について実施する第２のステップと、
関係式（１）で定義される関数ｆであって、第２のステップで得られた１組が体積Ｖ、表
面積Ｓおよび冷却時間ｔからなるｎ組のデータが関係式（１）を満足する関数ｆを決定す
る第３のステップと、
焼入れを行う鋼材の形状Ｆ１が有する体積Ｖ１および表面積Ｓ１を関係式（１）に代入し
て冷却時間ｔ１を算出する第４のステップと、
を備える鋼材を焼入れする際の冷却時間の導出方法である。
　関係式（１）：　ｔ＝ｆ（Ｖ／Ｓ）
【００１０】
　そして、上記の冷却時間の導出方法で導出した冷却時間ｔ１を用いて行う、鋼材の焼入
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れ方法であって、上記の鋼材を焼入れする際、冷却開始温度Ｔｓに加熱された鋼材を冷却
条件Ｃで冷却時間ｔ１だけ冷却した後、この冷却条件Ｃでの冷却を停止する鋼材の焼入れ
方法である。好ましくは、上記の鋼材の焼入れ方法において、鋼材の焼入れ時の冷却が、
異なる冷却条件によって多段階に分かれており、それぞれの冷却段階で、冷却時間を導出
するための、異なる関数ｆを決定する鋼材の焼入れ方法である。
【００１１】
　また、本発明は、上記の鋼材の焼入れ方法で焼入れした鋼材に、さらに、焼戻しを行う
鋼材の焼入れ焼戻し方法である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、鋼材の大きさや形状が変化しても、焼入れ時の適切な冷却時間を簡便
に算出することができる。このため、例えば、少量多品種の鋼材、または、様々な形状の
鋼材に焼入れを行う必要があるときに、それぞれの焼入れを適切に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】ＳＫＤ６１でなる試験片を、１０２０℃の焼入れ温度から、大気中での大型ファ
ン（ファン能力：４２０ｍ３／ｍｉｎ×３台）の衝風冷却による冷却条件で、試験片の中
心部分の温度が６５０℃に到達するまで冷却したときの、「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」
との関係を示す図である。
【図２】図１で示した「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との関係を、実際の鋼材に行う焼入
れでの関係に補正した図である。
【図３】図１で冷却した後の試験片において、その中心部分の温度が６００℃に低下した
ときから、１００℃の油中に試験片の全体を浸漬する油焼入れによる冷却条件で、試験片
の中心部分の温度が２５０℃に到達するまで冷却したときの、「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間
ｔ」との関係を示す図である。
【図４】図３で示した「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との関係を、実際の鋼材に行う焼入
れでの関係に補正した図である。
【図５】ダイカスト金型の固定入子の形状を模式的に示したものであり、実際の鋼材が有
する形状の一例を示す模式図である。
【図６】図５の鋼材と略同一の体積を有する直方体を示す図である。
【図７】実際の鋼材に行われる焼入れパターンの一例（一段冷却）を示す図である。
【図８】実際の鋼材に行われる焼入れパターンの別の一例（二段冷却）を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の特徴は、まず、焼入れされる鋼材の有する様々な大きさや形状を、その鋼材の
体積Ｖと表面積Ｓとの比で定義される「Ｖ／Ｓ値」で整理したところにある。そして、本
発明の特徴は、このＶ／Ｓ値と鋼材の中心部分の冷却速度との相関を利用して、冷却中の
鋼材が指示温度に到達するまでの冷却時間の算出を行うところにある。そして、本発明の
特徴は、この冷却時間の算出を、実際に焼入れを行う鋼材と同じ鋼種でなる試験片を用い
て、予め行っておくことで、様々な大きさや形状を有する鋼材の焼入れにおいて、普遍性
のある冷却時間の算出が容易に行えるところにある。すなわち、本発明の第一の実施形態
は、焼入れを行う鋼材を“実際に”焼入れする際、冷却開始温度Ｔｓに加熱された鋼材に
、冷却条件Ｃでの冷却を開始してから、該冷却条件Ｃでの冷却を終了するまでの冷却時間
を“予め”導出する「鋼材を焼入れする際の冷却時間の導出方法（以下、単に「冷却時間
の導出方法」と言う。）」である。以下に、本発明の冷却時間の導出方法の各要件につい
て説明する。
【００１５】
（Ａ）本発明の冷却時間の導出方法は、まず、実際に焼入れを行う鋼材と同じ鋼種Ａから
なり、体積Ｖおよび表面積Ｓがそれぞれ異なるｎ個（ｎは２以上の自然数）の試験片を作
製し、これら試験片のそれぞれの中心部分に温度センサーを挿入するための穴を設ける第
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１のステップを、備えるものである。
　本発明では、実際の鋼材に焼入れを行う前に、この鋼材と同じ鋼種Ａでなる試験片を準
備する。そして、この試験片に、後述する、実際の鋼材に行う焼入れと同じ冷却条件Ｃに
よる焼入れを行うことで、実際の鋼材に焼入れを行ったときに、鋼材の中心部分が指示温
度に到達するのに要する「冷却時間」を、予め算出しておく。
【００１６】
　このとき、鋼材の体積Ｖと表面積Ｓとの比で定義される「Ｖ／Ｓ値」と、冷却中の鋼材
の中心部分で実現されている「冷却速度」とには相関がある。鋼材の中心部分は、この鋼
材の体積が大きくなる程、冷え難くなる。その一方で、鋼材の表面積が大きくなる程、逆
に冷え易くなる。つまり、鋼材の体積と表面積の二つの因子は、鋼材の中心部分の冷え方
に“直接的に”かつ“反比例的に”作用する。よって、これら二つの因子を反比例の関係
で含んだ「Ｖ／Ｓ値」の相関を利用すれは、上記の冷却時間の算出を精度よく行うことが
でき、かつ、その算出も容易である。そして、実際の鋼材に焼入れを行うときには、上記
の相関を利用することで、焼入れを行いたい鋼材の有する「Ｖ／Ｓ値」から、事前に、焼
入れ冷却に要する冷却時間（つまり、一つの冷却条件での冷却をストップさせるまでの所
要時間）を算出することができる。なお、鋼材の「中心部分」とは、例えば、鋼材の重心
であり、あるいは、鋼材全体のなかで冷却速度の最も遅い部分である。
【００１７】
　よって、準備する試験片は、それが有する「Ｖ／Ｓ値」で整理されたものとする。そし
て、上記の相関を得るために、異なったＶ／Ｓ値を有するように、さまざまな形状に加工
されたｎ個（ｎは２以上の自然数）の試験片を準備する。このとき、ｎ個の試験片のＶ／
Ｓ値は、これら試験片のＶ／Ｓ値の最少値と最大値との間に、実際に焼入れする鋼材のＶ
／Ｓ値が入るように、準備することが好ましい。また、このとき、試験片の大きさ（体積
）や形状は、同じでなくてもよい。複数の試験片は、それらが異なった大きさや形状を有
していても、同じＶ／Ｓ値を有していることで、同じ冷却条件による焼入れにおいて、そ
の中心部分の冷却速度はあまり変わらない。但し、試験片の形状については、一方が平坦
状であり、一方が凹凸状であるなど、その差が大きいと、算出した体積Ｖおよび表面積Ｓ
の値に生じる誤差等に起因して、実際の鋼材の焼入れで発現される相関の精度に合わせ込
む作業が複雑となる。この点において、試験片の形状は、お互いが略相似形であることが
好ましい。そして、体積Ｖや表面積Ｓの算出が容易な、立方体、直方体、角柱、円柱とい
った形状のものが好ましい。略相似形の試験片を準備し易い点で、「立方体」とすること
がより好ましい。そして、これら試験片で得られた相関を基礎にして、必要に応じて、こ
れを実際の鋼材の焼入れに見合った相関の精度に補正していくことが、効率的である。こ
の補正の詳細については、後述する。
【００１８】
　これら試験片の中心部分には、焼入れ中において、この部分の温度を測定する温度セン
サーを挿入するための穴を設けておく。このとき、試験片の中心部分以外にも、温度セン
サーを挿入するための穴を設けておくことができる。例えば、試験片の表面と中心部分と
の間において、その中間部分の位置や、その中間部分から半分の距離だけ試験片の表面に
移動した部分の位置等である。これによって、試験片の各部分で測定した温度を、お互い
に比較できるので、測定した温度の信憑性が増す。
　なお、温度センサーを挿入するための穴を設けたことによって、試験片の体積Ｖや表面
積Ｓは、厳密には、変化する。しかし、この穴を設けたことによる体積Ｖや表面積Ｓの変
化が、上記の相関に与える影響は僅かであり、無視することができる。
【００１９】
　そして、これら試験片に焼入れを行って得られる、試験片のＶ／Ｓ値と、試験片の中心
部分の冷却速度との相関を、実際の鋼材に行う焼入れの管理に利用するために、試験片の
鋼種は、鋼材の鋼種と成分組成が同じ「鋼種Ａ」とする。このとき、本発明が用いる鋼材
は、焼入れが行われる鋼材であればよい。よって、本発明の効果の達成のために、鋼材の
成分組成を特定する必要はない。但し、本発明の鋼材の焼入れ方法が、各種の治工具、金
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型、構造用部品等の作製に使用されることを考えれば、上記の鋼種Ａは、例えば、ＪＩＳ
－Ｇ－４４０４の「合金工具鋼鋼材」に規格される鋼種とすることができる。例えば、Ｓ
ＫＤ１１等の冷間工具鋼や、ＳＫＤ６１等の熱間工具鋼が代表的である。また、これら工
具鋼の成分組成を改良して、この成分組成の値を変更したものや、この成分組成に別の元
素種を含有させた工具鋼とすることもできる。
【００２０】
　焼入れが行われる鋼材の成分組成として、例えば、質量％で、Ｃ：０．３０～２．４０
％、Ｃｒ：３．００～１５．００％を含む鋼の成分組成がある。このとき、熱間工具鋼で
あれば、Ｃ：０．３０～０．６０％、Ｃｒ：３．００～６．００％とすることができ、冷
間工具鋼であれば、Ｃ：０．６０～２．４０％、Ｃｒ：５．００～１５．００％とするこ
とができる。また、両鋼種について、さらに、Ｓｉ：２．００％以下、Ｍｎ：１．５０％
以下、Ｐ：０．０５０％以下、Ｓ：０．０５０％以下、（Ｍｏ＋１／２Ｗ）の関係式によ
るＭｏおよびＷのうちの１種または２種：０．５０～４．００％、Ｖ：０．１０～１．５
０％、Ｎｉ：０～１．００％、Ｃｏ：０～１．００％およびＮｂ：０～１．５０％のうち
から選択される１種または２種以上の元素種を含むことができる。そして、上記の元素種
を含み、残部をＦｅおよび不純物とした成分組成とすることができる。
　Ｃｕ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｏ（酸素）、Ｎ（窒素）は、添加されたり、不純物と
して鋼材中に残留したりする可能性のある元素である。これら元素の含有量の上限は、好
ましくは、Ｃｕ：０．２５％、Ａｌ：０．２５％、Ｔｉ：０．０３％、Ｃａ：０．０１％
、Ｍｇ：０．０１％、Ｏ：０．０１％、Ｎ：０．０８％とすることができる。
【００２１】
（Ｂ）本発明の冷却時間の導出方法は、第１のステップで作製した試験片の上記の穴に温
度センサーを挿入し、冷却開始温度Ｔｓに加熱保持し、ついで各試験片に対し同じ冷却条
件Ｃで冷却を開始し、冷却を開始してから上記の温度センサーで測定された試験片の中心
部分の温度が低下して冷却停止温度Ｔｅに到達するまでの冷却時間ｔを測定する試験を、
上記したｎ個の試験片について実施する第２のステップを、備えるものである。
　第２のステップは、第１のステップで準備したｎ個の試験片に、焼入れを行うステップ
である。そして、後述する第３のステップで、実際の鋼材に行う焼入れの管理に使用でき
る「鋼材の有するＶ／Ｓ値」と「鋼材の中心部分の冷却速度（つまり、焼入れ冷却に要す
る冷却時間）」との相関を求めるのに必要な基礎データを、採取するステップである。
　第２のステップで、試験片に行う焼入れの冷却条件は、実際の鋼材に行う焼入れの冷却
条件と同じ「冷却条件Ｃ」とする。本発明の効果を達成するにおいて、管理すべき冷却条
件の因子は、冷却媒体の種類や温度、圧力（強度）である。
【００２２】
　まず、試験片の中心部分に設けた穴に温度センサーを挿入する。次に、この温度センサ
ーを挿入した試験片を、冷却開始温度Ｔｓに加熱保持する。このとき、冷却開始温度Ｔｓ
は、例えば、実際の鋼材に行う焼入れ時の「焼入れ温度」である（図７）。具体的に示す
と、例えば、１０００～１１００℃の範囲である。
　ついで、冷却開始温度Ｔｓに加熱保持した上記の試験片について、冷却条件Ｃで冷却を
開始する。そして、その冷却の間、試験片の中心部分の温度を温度センサーで測定し、試
験片の中心部分の温度が冷却停止温度Ｔｅに到達するまで冷却する。このとき、冷却停止
温度Ｔｅは、例えば、実際の鋼材に行う焼入れ時の「焼入れ終了温度」である（図７）。
具体的に示すと、例えば、室温～３５０℃の範囲である。
　そして、上記の冷却を開始してから、試験片の中心部分の温度が冷却停止温度Ｔｅに到
達するまでの冷却時間ｔを測定する。そして、この冷却時間ｔの測定を、様々なＶ／Ｓ値
を有するｎ個の試験片で行うことで、これら試験片の中心部分の温度が「冷却開始温度Ｔ
ｓ」から「冷却停止温度Ｔｅ」に到達するまでの、上記のＶ／Ｓ値によって異なるｎ個の
「冷却時間ｔ」を採取する。
【００２３】
　なお、「冷却開始温度Ｔｓ」および「冷却停止温度Ｔｅ」については、上記の「焼入れ
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温度」および「焼入れ終了温度」を設定する場合の他に、様々な温度を設定することがで
きる。例えば、焼入れ温度と焼入れ終了温度との間に含まれる、一部の冷却温度域に設定
することができる。この場合、この一部の冷却温度域で、本発明の冷却時間の導出方法を
実施することとなる。そして、焼入れ温度と焼入れ終了温度との間に含まれる、上記した
一部の冷却温度域以外の、別の冷却温度域でも、別の「冷却開始温度Ｔｓ」および「冷却
停止温度Ｔｅ」を設定して、本発明の冷却時間の導出方法を実施してよい。
　このように、焼入れ温度と焼入れ終了温度との間で、複数個の冷却温度域（冷却開始温
度Ｔｓおよび冷却停止温度Ｔｅ）を設定して、複数通りの本発明の冷却時間の導出方法を
実施する場合として、「多段階焼入れ」がある。多段階焼入れとは、その焼入れ時の冷却
が、異なる冷却条件によって多段階に分かれている焼入れのことを言う。この多段階焼入
れでは、例えば、ある一つの冷却条件で冷却を開始した後に、この冷却を停止して、次い
で、これとは異なる、別の一つの冷却条件で冷却することとなる。そして、これらそれぞ
れの冷却段階（冷却条件）で、冷却時間を導出するための、異なる関数ｆを決定して、そ
れぞれの冷却段階に適した冷却時間を導出することが好ましい。
【００２４】
　上記の多段階焼入れとして、例えば、鋼材が金型等の工具製品である場合、焼入れ冷却
時のひずみの発生を抑制する等を目的として、その一連の冷却過程（冷却条件）を２段階
に分ける「２段冷却」が行われる場合がある（図８）。具体例として、高温域である１段
目の冷却を衝風冷却やガス冷却とし、低温域である２段目の冷却を１段目よりもガス圧を
上げたガス冷却や、油冷とするものである。
　そして、図８において、本発明に係る第２のステップでは、一段目の、試験片の中心部
分の温度が「冷却開始温度ＴｓＨ」から「冷却停止温度ＴｅＨ」に到達するまでの「冷却
時間ｔＨ」を測定する作業と、２段目の、試験片の中心部分の温度が「冷却開始温度Ｔｓ

Ｌ」から「冷却停止温度ＴｅＬ」に到達するまでの「冷却時間ｔＬ」を測定する作業とを
、必要に応じて実施することとなる。
【００２５】
　また、図８において、１段目の「冷却停止温度ＴｅＨ」は、例えば、４５０～７００℃
である。そして、冷却設備が、例えば、１段目の冷却と２段目の冷却とを連続して行える
ものであるなら、２段目の「冷却開始温度ＴｓＬ」は、上記の「冷却停止温度ＴｅＨ」と
同じ温度である。また、冷却設備が、例えば、鋼材の移動を要する等、１段目の冷却と２
段目の冷却とを連続して行えないものであるなら、その移動中に鋼材の温度が少なからず
下がって、「冷却開始温度ＴｓＬ」は「冷却停止温度ＴｅＨ」よりも少なからず低い温度
である。例えば、その差が約５０℃程度になるまで低くなることもある。この通り、第２
のステップで、冷却開始温度Ｔｓおよび冷却停止温度Ｔｅを設定する際は、実際の鋼材に
焼入れを行ったときに、その鋼材の中心部分の「実際の温度挙動」に配慮することが好ま
しい。
【００２６】
（Ｃ）本発明の冷却時間の導出方法は、「ｔ＝ｆ（Ｖ／Ｓ）」の関係式（１）で定義され
る関数ｆであって、上記の第２のステップで得られた１組が体積Ｖ、表面積Ｓおよび冷却
時間ｔからなるｎ組のデータが関係式（１）を満足する関数ｆを決定する第３のステップ
を、備えるものである。
　第３のステップは、第２のステップで得た、Ｖ／Ｓ値によって異なるｎ個の「冷却時間
ｔ」を用いて、実際の鋼材の焼入れに使用する「鋼材の有するＶ／Ｓ値」と「焼入れ冷却
に要する冷却時間」との相関を求めるステップである。そして、この相関は、ｔ＝ｆ（Ｖ
／Ｓ）の関係式（１）で定義される関数ｆ（Ｖ／Ｓ）をもって決定される。
【００２７】
　上記の関数ｆ（Ｖ／Ｓ）を決定する手順について、その一例を説明する。まず、第２の
ステップで得たｎ個の「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との関係を、グラフ上にプロットす
る。図１は、鋼種ＡがＳＫＤ６１でなる試験片を、１０２０℃の焼入れ温度から、大気中
での大型ファン（ファン能力：４２０ｍ３／ｍｉｎ×３台）の衝風冷却による冷却条件Ｃ
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で、鋼材の中心部分の温度が６５０℃に到達するまで冷却したときの、「Ｖ／Ｓ値」と「
冷却時間ｔ」との関係を示す図である。そして、図１中の「●」印が、第２のステップで
得たｎ個の実測値データである。試験片の形状は立方体である。また、試験片の個数ｎは
３個であり、それぞれのＶ／Ｓ値は、２５．００（立方体の一片の長さが１５０ｍｍ）、
３３．３３（同２００ｍｍ）、５０．００（同３００ｍｍ）である。そして、この「●」
印で示される「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との関係を満足する「ｔ＝ｆ（Ｖ／Ｓ）」の
関係式を決定する。
【００２８】
　図１中の「●」印の関係を満足する「ｔ＝ｆ（Ｖ／Ｓ）」の関係式を決定する手法とし
て、例えば、市販の表計算ソフト等が有する関数のフィッティング機能を用いることがで
きる。フィッティングとは、例えば、回帰分析等が知られているように、実験的に得られ
たデータ（制約条件）に最もよく当てはまるような関数（直線、曲線）を求めることであ
る。このフィッテングで求められた関数は、近似直線や近似曲線であり、上記のデータ点
を必ず通るわけではない。そして、本発明に係る「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との関係
を示す上記の関数ｆは、例えば、（Ｖ／Ｓ）の「一次関数」や「二次関数」等でフィッテ
ィングできることを、上記の焼入れ試験の結果や、後述するＣＡＥによる温度解析等によ
って、確認済みである。図１の場合、「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との関係を示す関数
ｆは、（Ｖ／Ｓ）の一次関数でフィッティングされている。
　関数のフィッティング機能を用いることで、Ｖ／Ｓ値と冷却時間ｔとの関係をグラフ上
に「線」で表すことができ、つまり「視覚化」することができる。これは、例えば、試験
片の仕様や冷却条件等が同じ焼入れ試験であっても、その焼入れ試験を別々の焼入れ設備
で行ったときに、実測値に多少の誤差が生じ得る場合、その誤差（つまり、それぞれの焼
入れ設備に固有の冷却能力の差）を容易に認識できる点で、有利である。
【００２９】
　なお、上記したフィッティングの精度を向上させるには、第２のステップで得るｎ個の
「冷却時間ｔ」の実測値を、より多くの異なった「Ｖ／Ｓ値」の試験片で得ることが有効
である。あるいは、第２のステップで得たｎ個の実測値を利用して、これを、例えば、Ｃ
ＡＥ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ａｉｄｅｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ）により、多くの異なっ
た「Ｖ／Ｓ値」の場合の「冷却時間ｔ」にまで拡張して、ｎ個のデータを増やすことも有
効である。上記したｎ組のデータを、より大きな「Ｖ／Ｓ値」の試験片の場合にまで拡張
することで、あるいは、実際に焼入れする鋼材のＶ／Ｓ値が、試験片のＶ／Ｓ値の最少値
と最大値との間に入るように、試験片の「Ｖ／Ｓ値」を拡張することで、第３のステップ
で決定した「ｔ＝ｆ（Ｖ／Ｓ）」の関数ｆを実際の鋼材の焼入れ管理に適用するときに、
より大きな鋼材にまで適用することができる。
【００３０】
　ＣＡＥを用いてデータを増やす場合、第２のステップで得た実測値から、冷却中の試験
片と冷却媒体との間の「熱伝達係数」を求める工程が重要である。そして、この「熱伝達
係数」を、実測しなかった「Ｖ／Ｓ値」の試験片でも共有化することで、様々な「Ｖ／Ｓ
値」での冷却時間を算出できる。図１中の「□」印が、第２のステップで得た３組の「●
」印の実測値データを使用してＣＡＥで算出した、「Ｖ／Ｓ値」が５８．３３（立方体の
一片の長さが３５０ｍｍ）、６６．６７（同４００ｍｍ）のときの追加データである。こ
のとき、実測によって得た「●」印のデータについても、その測定が正しく行われたかを
確認するために、上記の「熱伝達係数」を使った検算を行ってもよい。図１に示した、Ｖ
／Ｓ値が２５．００、３３．３３、５０．００の３つの位置において、その実測値を示す
「●」印のプロット位置と、上記の検算で得た「□」印のプロット位置とが、ほぼ同位置
にあり、実測が正しく行われたことがわかる。そして、このＣＡＥによるデータを追加し
、上述した関数のフィッティングを実施すればよい。図１中の「実線」は、上記のＣＡＥ
を用いて追加した複数のプロット点をフィッティングした関数ｆである。そして、図１に
おいて、この追加したデータが、「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との関係を示す一次関数
の直線にフィットしていることがわかる。
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【００３１】
　ここで、現実的に、各種の治工具、金型、構造用部品等の形状に加工された、実際の鋼
材の形状は、凹凸状である。よって、上述の、例えば「立方体」の試験片によって決定さ
れた関数ｆは、実際の形状に加工された鋼材の焼入れに見合った精度に補正することが効
果的である。
　つまり、実際の形状に加工された鋼材は、例えば金型といった工具製品のように、表面
に凹凸がある。このことによって、実際の鋼材の表面積は大きくなることから、同じＶ／
Ｓ値を有した立方体と比べて、実は、焼入れ冷却中の降温速度が大きい。そして、それぞ
れの中心部分の温度についても、実際の形状に加工された鋼材の方が、立方体形状の試験
片よりも、冷却開始温度Ｔｓから冷却停止温度Ｔｅに「速く」到達する。従って、立方体
の試験片で決定した図１の関数ｆで管理される冷却時間を、そのまま、実際の鋼材の焼入
れで実施すると、冷却時間ｔが経過したときの実際の鋼材の中心部分の温度は、想定して
いた冷却停止温度Ｔｅよりも「低く」なっている場合がある。実際の鋼材の焼入れにおい
て、鋼材の中心部分の温度が下がり過ぎていると、鋼材の割れや歪みの要因となる。また
、上述した２段冷却であれば、その２段目の冷却に移行するタイミングが遅れて、やはり
、鋼材の割れや歪み、または機械的特性の低下の要因となる。
【００３２】
　そこで、第１～３のステップで使用する試験片の形状は、立方体でなくてもよい。この
場合、決定する関数ｆの精度を向上させるために、試験片の形状を、実際に焼入れを行い
たい鋼材の形状に、疑似的に合わせてもよい。そして、このような形状の試験片を、上述
した立方体の形状の試験片に追加して、使用してもよい。
　そして、実際の形状に加工された鋼材の焼入れの挙動に整合するよう、図１の関数ｆの
精度を高めるためには、試験片の形状を疑似的に変更した上記の焼入れ試験の結果等に基
いて、図１の関数ｆを「短時間側」に移行させる補正が効果的である。つまり、第３のス
テップで関数ｆを決定するときに、試験片の表面積Ｓを、この表面積Ｓの値よりも大きな
値である表面積Ｓ’に補正することである。これを説明すると、図１の関数ｆの直線を満
たしている、それぞれの位置の「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との関係において、その「
Ｖ／Ｓ値」の表面積Ｓの値だけを、その表面積Ｓよりも大きな表面積Ｓ’に置き換えて計
算し直すことで、関数ｆを、新たな「Ｖ／Ｓ’」の位置に、適正量だけ「右側」に移行さ
せる補正である（図２）。そして、この移行させる量は、Ｓ＜Ｓ’≦（１．３×Ｓ）の範
囲内とすることで、実際の鋼材における焼入れ挙動が、概ねこの範囲内に納まることを、
上記の焼入れ試験の結果や、ＣＡＥによる温度解析等によって、確認済みである。
【００３３】
　そして、このとき、使用する関数ｆは、上記の補正量を（１．３×Ｓ）とすることが好
ましい。実際の焼入れ作業では、狙いとする冷却停止温度に対して、その温度よりも過冷
されることを防止する配慮が好ましい。このような場合において、上記の補正量を（１．
３×Ｓ）とした関数ｆを用いれば、狙いとする冷却停止温度に達するときとされる冷却時
間が、実際のそれよりも短時間側にシフトしているので、仮に、冷却時間が長くなってし
まったときでも、冷却の進み過ぎを予防することができる。
【００３４】
（Ｄ）本発明の冷却時間の導出方法は、焼入れを行う鋼材の形状Ｆ１が有する体積Ｖ１お
よび表面積Ｓ１を「ｔ＝ｆ（Ｖ／Ｓ）」の関係式（１）に代入して冷却時間ｔ１を算出す
る第４のステップを、備えるものである。
　第４のステップは、上述の第１～３のステップで決定された関数ｆを、実際の鋼材の焼
入れ管理に用いることで、その体積Ｖ１および表面積Ｓ１を有する鋼材の中心部分の温度
が、「冷却開始温度Ｔｓ」から、目標とする「冷却停止温度Ｔｅ」に冷却されるまでの「
冷却時間ｔ１」を算出するステップである。これにより、実際の鋼材の焼入れで、その指
示温度までの冷却を、冷却時間で管理することができる。
　なお、この実際の焼入れで管理する冷却時間は、上記の関係式（１）で算出された冷却
時間に対して、少々の操作域（誤差域）が許容される。例えば、上記の算出された冷却時
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間に対して、その値のプラスマイナス２０％までの範囲で操作することができる。好まし
くは、プラスマイナス１０％までの範囲である。また、上述した過冷の防止に配慮すれば
、冷却時間の操作域の上限は、１０％までとすることが好ましく、５％までとすることが
より好ましい。
　実際の焼入れで管理する冷却時間は、その管理のしやすさに配慮して、上記の関係式（
１）で算出された冷却時間を、例えば、その小数点第一位で切り上げ、切り捨て、四捨五
入等して、整数の数値に丸めたものとすることができる。
【００３５】
　ここで、実際の鋼材の体積Ｖ１および表面積Ｓ１を、簡易的に求めることができる手法
を例示しておく。図５は、ダイカスト金型の固定入子の形状を模式的に示したものであり
、実際の鋼材が有する形状Ｆ１の一例である。まず、この時点において、実際の鋼材の体
積Ｖ１は、その質量と比重（鋼の場合、比重は概ね７．８程度である）から求めることが
容易である。なお、便宜上、形状を模式的に示した図５の固定入子の場合、その体積Ｖ１
は１１３，０４３，６８０ｍｍ３である。
【００３６】
　次に、上記の実際の鋼材の体積Ｖ１と同じ体積を有する「近似形状」の立体を想定する
。このとき、近似形状の立体は、その表面積を求めやすい形状とし、例えば、立方体や直
方体とすることが好ましい。そして、図５の固定入子の場合、例えば、その幅および長さ
（つまり、底面の縦および横の寸法）を固定して、高さのみを変化させることで、図５の
固定入子の体積Ｖ１と略同一の体積となる「近似高さ」を設定し、この近似高さを有した
図６の直方体を想定する。そして、この図６の直方体から算出した表面積を、図５の固定
入子の表面積Ｓ１とすることができる。なお、便宜上、形状を模式的に示した図５の固定
入子の場合、その表面積Ｓ１は、２，２０５，１４４ｍｍ２である。
【００３７】
　なお、実際の鋼材は、その種類等によって、内部に水冷孔やネジ穴等の微小空間を有し
ている場合がある。そして、このことによって、実際の鋼材の体積Ｖ１や表面積Ｓ１は、
厳密には、変化する。しかし、この空間による体積Ｖ１や表面積Ｓ１の変化が、本発明の
効果に与える影響は僅かであり、無視できることを、確認済みである。
　また、前述した第３のステップでは、関数ｆに係る表面積Ｓを補正したところ、この補
正に替えて、上記した実際の鋼材の有する「Ｖ１／Ｓ１値」の表面積Ｓ１の方を、「Ｓ１
＜Ｓ１’≦（１．３×Ｓ１）」の範囲内で補正してもよい。
【００３８】
　また、好ましくは、本発明の冷却時間の導出方法は、焼入れ組織をマルテンサイト変態
させるために目標とする冷却速度Ｒと、上記の第４のステップで算出された冷却時間ｔ１
とが、以下の関係式（２）を満足するものである。そして、以下の関係式（２）を満足し
ないとき、上記の冷却条件Ｃを、この冷却条件Ｃと異なる冷却条件Ｃ’に変更して、上記
の第２のステップ以降を再度実行するか、または、上記の鋼種Ａを、この鋼種Ａと異なる
鋼種Ａ’に変更して、上記の第１のステップ以降を再度実行するものである。
　関係式（２）：　（Ｔｓ－Ｔｅ）／ｔ１≧Ｒ
　第４のステップでは、第１～３のステップで決定された関数ｆを、実際の鋼材の焼入れ
管理に用いることができるか自体を、事前に確認することを行うこともできる。つまり、
体積と表面積との関係が「Ｖ１／Ｓ１」である形状Ｆ１を有する実際の鋼材の焼入れにお
いて、その中心部分を、「冷却開始温度Ｔｓ」から、目標とする「冷却停止温度Ｔｅ」に
まで冷却するときに、上記の関数ｆから求めた「冷却時間ｔ１」によって、鋼材の中心部
分が、後述する「目標とする冷却速度Ｒ」以上の冷却速度で冷却できるかを、確認するこ
とができる。鋼材の中心部分で実現される冷却速度が、この「目標とする冷却速度Ｒ」を
下回ると、鋼材の中心部分でマルテンサイト変態が不十分となり得る場合がある。
【００３９】
　上述の「目標とする冷却速度Ｒ」について説明する。
　まず、本発明の鋼材の焼入れ方法においては、鋼種Ａからなる鋼材を、決められた冷却
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条件Ｃで焼入れたときに、その冷却中の鋼材の中心部分で実現されている「実際の冷却速
度」が、マルテンサイト変態が十分に進むような大きな冷却速度であることが好ましい。
そして、この「実際の冷却速度」が、十分に大きな冷却速度であると判断できるためには
、その鋼種Ａからなる鋼材において、判断基準となる、組織をマルテンサイト変態させる
ための「目標とする冷却速度Ｒ」を定めておくことが好ましい。そして、上述した「実際
の冷却速度」が、この「目標とする冷却速度Ｒ」以上の速い冷却速度であることが好まし
い。
【００４０】
　上記の「目標とする冷却速度Ｒ」は、例えば、臨界冷却速度を基準にして決定すること
ができる。臨界冷却速度とは、マルテンサイト変態を生じるのに必要な最小の冷却速度で
ある。そして、目標とする冷却速度Ｒは、焼入れ組織がマルテンサイトだけとなる最小の
冷却速度である「上部臨界冷却速度」とすることができる。さらに、上部臨界冷却速度よ
りも大きい（速い）冷却速度、例えば、上部臨界冷却速度よりも３０％までの範囲で大き
い冷却速度（例えば、上部臨界冷却速度よりも１０％大きい冷却速度や、３０％大きい冷
却速度）に設定することもできる。
　また、鋼材が大きいこと等によって、焼入れ時の冷却が遅くなり得るときには、目標と
する冷却速度Ｒを、上部臨界冷却速度からある程度小さく（遅く）設定することもできる
。例えば、目標とする冷却速度Ｒを、上部臨界冷却速度よりも３０％までの範囲で小さい
冷却速度（例えば、上部臨界冷却速度よりも１０％小さい冷却速度や、３０％小さい冷却
速度）に設定することができる。
　そして、目標とする冷却速度Ｒを数値で示すと、例えば、焼入れ温度から、４５０～７
００℃までの高温域の冷却過程で、概ね９．０～１５．０℃／分（例えば、１０．０℃／
分や１３．０℃／分）といった冷却速度である。そして、これ以降の、例えば、上記の４
５０～７００℃の温度から、室温～３５０℃までの低温域の冷却過程で、概ね７．０～１
２．０℃／分といった冷却速度である。
【００４１】
　そして、上記で求めた、実際の鋼材が有する体積Ｖ１および表面積Ｓ１の値を関係式（
１）に代入して、冷却開始温度Ｔｓから冷却停止温度Ｔｅまでの「冷却時間ｔ１」を求め
る。そして、この求めた「冷却時間ｔ１」を、「（Ｔｓ－Ｔｅ）／ｔ」の関係式に代入し
て求めた値が、冷却開始温度Ｔｓから冷却停止温度Ｔｅまでの冷却速度である。そして、
この値が、上述した、組織をマルテンサイト変態させるための「目標とする冷却速度Ｒ」
以上の値であれば（つまり、上記した関係式（２）を満足すれば）、実際の焼入れを行っ
たときに、その組織を十分にマルテンサイト変態させるのに効果的である。
【００４２】
　但し、上記の関係式で求めた冷却速度が、上述の「目標とする冷却速度Ｒ」未満の値で
あれば（つまり、上記した関係式（２）を満足しなければ）、実際の焼入れを行ったとき
に、組織をマルテンサイト変態させるのに不十分になり得るかもしれない。このような場
合、実際の焼入れを行う前に、最初に定めた冷却条件Ｃを見直して、上記の冷却速度「（
Ｔｓ－Ｔｅ）／ｔ１」が上述の「目標とする冷却速度Ｒ」以上の値を実現できるような冷
却条件Ｃ’に変更することが好ましい。または、鋼材の鋼種自体を見直して、その鋼種Ａ
を、例えば、焼入れ性の優れた成分組成の鋼種Ａ’に変更することが好ましい。そして、
このような冷却速度Ｃ’や鋼種Ａ’が定まった後には、第１のステップ以降、または、第
２のステップ以降を再度実行すればよい。
【００４３】
　従来、鋼材を焼入れする際に、組織をマルテンサイト変態させるために目標とする冷却
速度は、経験的に既知である場合が多い。そして、上記の第４のステップで「冷却時間ｔ
１」を求めたときには、この冷却時間ｔ１が組織をマルテンサイト変態させるのに十分な
時間であることも、経験的に判断できる場合が多い。しかし、実際の鋼材に焼入れを実施
するときには、その大きさや形状が異なる、一つひとつの鋼材において、予め設定した冷
却条件が上記の目標とする冷却速度以上の冷却速度を達成するかどうかを確認しておくこ
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とは有効である。つまり、上記の冷却条件Ｃが、鋼材の中心部分で「目標とする冷却速度
Ｒ」以上の冷却速度を実現できるかを推定しておくことである。
　本発明であれば、鋼材の大きさや形状が異なっても、それら鋼材の中心部分の冷却速度
を簡便に推定することができる。そして、好ましくは、その間、鋼材の中心部分の冷却速
度が、上述した「目標とする冷却速度Ｒ」以上の冷却速度を実現できるかも推定すること
ができる。
【００４４】
　なお、本発明では、上述した組織をマルテンサイト変態させるための「目標とする冷却
速度Ｒ」を設定することに加えて、焼入れ時の鋼材の割れを抑制するための「目標とする
冷却速度Ｒ’」を設定することが、より好ましい。そして、実際の鋼材に焼入れを行って
いるときに、その冷却中の鋼材の中心部分で実現されている「実際の冷却速度」を、上記
の「目標とする冷却速度Ｒ’」以下の遅い冷却速度とすることで（つまり、（Ｔｓ－Ｔｅ
）／ｔ１≦Ｒ’を満たすことで）、鋼材に発生する割れの抑制に効果的である。この「目
標とする冷却速度Ｒ’」を設定する温度域は、鋼材の中心部分の温度が、例えば、６００
℃以下の範囲にあるときで考えるとよい。
　そして、目標とする冷却速度Ｒ’を数値で示すと、例えば、６００℃から、室温～３５
０℃までの低温域の冷却過程で、概ね７．５～１７．０℃／分（例えば、１３．０℃／分
や１５．０℃／分）といった冷却速度である。目標とする冷却速度Ｒ’は、特に、上述し
た２段冷却（図８）を実施する場合に設定することが、さらに好ましい。そして、その２
段目の冷却で設定することが、特に好ましい。
【００４５】
（Ｅ）本発明の第二の実施形態の鋼材の焼入れ方法は、焼入れを行う鋼材を焼入れする際
、冷却開始温度Ｔｓに加熱されたこの鋼材を冷却条件Ｃで上記した冷却時間ｔ１だけ冷却
した後、この冷却条件Ｃでの冷却を停止するものである。
　そして、上記の第４のステップで、焼入れを行う鋼材の中心部分の温度が「冷却開始温
度Ｔｓ」から「冷却停止温度Ｔｅ」に冷却されるまでの「冷却時間ｔ１」を算出した後に
は、そして、好ましくは、上記の第４のステップで、決定された関数ｆが実際の鋼材の焼
入れ管理に用いることができることを確認した後には、その実際の鋼材に、上記の「冷却
時間ｔ１」による焼入れを行えばよい。一具体的には、所定の形状Ｆ１に加工した、鋼種
Ａからなる鋼材を、焼入温度Ｔｓに加熱し、冷却条件Ｃで冷却時間ｔ１だけ冷却した後、
この冷却条件Ｃでの冷却を停止する作業である。そして、行いたい焼入れが、２段冷却等
であるなら、１段目の冷却に相当する上記の冷却条件Ｃでの冷却を停止してから、ついで
、この冷却条件Ｃと異なる、別の冷却条件Ｃで、２段目の冷却をすることもできる。
【００４６】
　また、本発明の第三の実施形態は、上述した本発明の鋼材の焼入れ方法で焼入れした鋼
材に、さらに、焼戻しを行うものである。これにより、硬度および靱性等の機械的特性が
付与された鋼材を得ることができる。
【実施例】
【００４７】
　本実施例では、焼入れを行いたい鋼材に、図５の形状Ｆ１を有する固定入子を選定した
。そして、この固定入子に、図８の２段冷却による多段階焼入れを行った。
　２段冷却は、１０２０℃の焼入れ温度（ＴｓＨ）から、固定入子の中心部分が６５０℃
（ＴｅＨ）に到達するまでを、１段目の冷却とした。そして、この１段目の冷却を終えた
鋼材を別の冷却設備に移動させたことで、固定入子の中心部分の温度が６００℃（ＴｓＬ

）に低下したときから、２５０℃の焼入れ終了温度（ＴｅＬ）に到達するまでを、２段目
の冷却とする、焼入れパターンとした。
【００４８】
　固定入子は、鋼種ＡにＳＫＤ６１を用いて作製した。そして、焼入れ後の固定入子の金
属組織で十分なマルテンサイト変態が進む好ましい条件として、目標とする冷却速度Ｒを
、１段目の冷却で１３．５℃／分とし、２段目の冷却で７．５℃／分とした。なお、本実
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施例では、焼入れ時の割れを抑制する好ましい条件として、「目標とする冷却速度Ｒ’」
にも配慮した。そして、この目標とする冷却速度Ｒ’は、２段目の冷却で１３．０℃／分
とした。つまり、２段目の冷却速度を７．５～１３．０℃／分の範囲内とすることで、焼
入れ後の固定入子の金属組織で十分なマルテンサイト変態が進むことに加えて、固定入子
の割れ発生の抑制にも効果的である。
　冷却条件Ｃは、１段目の冷却で、大型ファン（ファン能力：４２０ｍ３／ｍｉｎ×３台
）による大気中での衝風冷却を設定した。そして、２段目の冷却で、１００℃の油中に固
定入子の全体を浸漬する油焼入れを設定した。
【００４９】
＜第１のステップ＞
　まず、鋼種ＡにＳＫＤ６１を用いて、３個の試験片を作製した。３個の試験片の形状は
立方体であり、それぞれの一辺は、１５０ｍｍ（体積Ｖ／表面積Ｓ＝２５．００）、２０
０ｍｍ（同３３．３３）、３００ｍｍ（同５０．００）とした。そして、これらの試験片
の中心部分に、温度センサーを挿入するための穴を設けた。
【００５０】
＜第２のステップ＞
　次に、第１のステップで作製した３個の試験片に、実際の固定入子に行う焼入れに倣っ
た、上記で説明した焼入れパターンおよび冷却条件Ｃによる、２段冷却の多段階焼入れ試
験を実施した。このとき、試験片の穴には温度センサーを挿入して、試験片の中心部分の
温度が、ＴｓＨからＴｅＨに到達するまでの冷却時間ｔＨ、および、ＴｓＬからＴｅＬに
到達するまでの冷却時間ｔＬを測定した。
【００５１】
＜第３のステップ＞
　第２のステップで得た、３組の「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔＨ」との実測値の関係を、
グラフ上にプロットした（添え字の「Ｈ」は、１段目の冷却であることを示す）。図１は
、高温域である１段目の冷却について、上記の実測値の関係をプロットしたものである（
「●」印）。そして、ＣＡＥによって、この実測値の関係から試験片と冷却媒体との間の
熱伝達係数を求め、かつ、この求めた熱伝達係数を用いて、様々なＶ／Ｓ値のときの冷却
時間ｔＨを計算して、Ｖ／Ｓ値の範囲を更に拡張した追加データを得た。そして、この追
加データとして、Ｖ／Ｓ値が「５８．３３」（立方体で一辺が３５０ｍｍ）および「６６
．６７」（立方体で一辺が４００ｍｍ）のときの、「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔ」との実
測値の関係を、図１のグラフ上にプロットした（「□」印）。また、このとき、同様のＣ
ＡＥを行って、３組の実測値の関係についても検算し、図１のグラフ上にプロットし直し
た（「□」印）。そして、これらＣＡＥを用いて追加した複数の「□」印のプロット点を
フィッティングして、図１中の「実線」で示される関数ｆＨを得た。このとき、フィッテ
ィングには、マイクロソフト社製の表計算ソフト「エクセル（２００７）」のフィッテン
グ機能を用いた。
【００５２】
　そして、実際に焼入れを行いたい鋼材が、図５に示す凸形状を有した固定入子であるこ
とを想定して、立方体の試験片で得た上記の関数ｆＨの精度が上がるように、関数ｆＨを
補正した。つまり、関数ｆＨにおける「表面積Ｓ」の値を、「Ｓ＜Ｓ’≦（１．３×Ｓ）
」を満たす「Ｓ’」の値に置き換えて、関数ｆＨを右側に移行させた。図２中に示す破線
は、図１の関数ｆＨを、Ｓ’＝（１．１×Ｓ）、Ｓ’＝（１．２×Ｓ）、Ｓ’＝（１．３
×Ｓ）の関係で、それぞれ右側に移行させた、補正後の関数ｆＨである。また、図２中に
示される「●」印および「◆」印のプロット点は、試験片の形状を図５の固定入子のよう
な凸形状に変更して焼入れ試験を行ったときの、「Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔＨ」との関
係の実測値である。そして、図２中に示される「○」印および「◇」印のプロット点は、
上記の「●」印および「◆」印による実測値を、ＣＡＥで計算し、検算したものである。
これらの結果が、「Ｓ＜Ｓ’≦（１．３×Ｓ）」の範囲内で補正した関数ｆＨの関係と精
度よく合致していることが、認められる。
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　そして、本実施例では、過冷の防止にも配慮して、上記の補正量が「Ｓ’＝（１．３×
Ｓ）」の関数ｆＨを採用した。そして、この補正された関数ｆＨが、「ｔＨ＝０．６５７
２（Ｖ／Ｓ）－９．９７７４」の一次関数であることを確認した（ｔＨの単位は「分」、
Ｖの単位は「ｍｍ３」、Ｓの単位は「ｍｍ２」である）。
【００５３】
　また、この第３のステップにおいて、上記と同様の作業を、低温域である２段目の冷却
でも行った。図３中の「●」印は、２段目の冷却について、実測値の関係をプロットした
ものである（添え字の「Ｌ」は、２段目の冷却であることを示す）。「□」印は、上記の
実測値をＣＡＥで処理して得た、追加のデータである。また、図３中の「実線」で示され
るのが、これら複数の「□」印のプロット点をフィッティングした関数ｆＬである。この
とき、フィッティングには、マイクロソフト社製の表計算ソフト「エクセル（２００７）
」のフィッテング機能を用いた。
　そして、１段目の冷却と同様、２段目の冷却でも、上記の関数ｆＬの精度が上がるよう
に、関数ｆＬを補正した。図４中に示す破線は、図３の関数ｆＬを、Ｓ’＝（１．１×Ｓ
）、Ｓ’＝（１．２×Ｓ）、Ｓ’＝（１．３×Ｓ）の関係で、それぞれ右側に移行させた
、補正後の関数ｆＬである。図４中に示される「●」印および「◆」印のプロット点は、
試験片の形状を図５の固定入子のような凸形状に変更して焼入れ試験を行ったときの、「
Ｖ／Ｓ値」と「冷却時間ｔＬ」との関係の実測値である。また、「○」印および「◇」印
のプロット点は、上記の「●」印および「◆」印による実測値を、ＣＡＥで計算し、検算
したものである。そして、２段目の冷却でも、上記の関数ｆＬを「Ｓ’＝（１．３×Ｓ）
」の補正量で補正して、この補正された関数ｆＬを採用した。そして、この補正された関
数ｆＬが、「ｔＬ＝０．６７６２（Ｖ／Ｓ）－６．２８１８」の一次関数であることを確
認した（ｔＬの単位は「分」、Ｖの単位は「ｍｍ３」、Ｓの単位は「ｍｍ２」である）。
【００５４】
＜第４のステップ＞
　焼入れを行いたい鋼材である、図５の固定入子について、その体積Ｖ１および表面積Ｓ
１を求めた。そして、これらの値は、先述の通り、体積Ｖ１が１１３，０４３，６８０ｍ
ｍ３であり、表面積Ｓが２，２０５，１４４ｍｍ２であった。なお、これらの作業におい
て、固定入子の内部に設けられた冷却孔等の微小空間は、無いものとした。そして、図５
の固定入子の「Ｖ／Ｓ値」は、（１１３，０４３，６８０ｍｍ３／２，２０５，１４４ｍ
ｍ２）によって計算される「５１．２６」に決定した（厳密には、単位は「ｍｍ」である
）。
【００５５】
　そして、図５の固定入子に、実際に、試験片に行った焼入れ試験と同じ冷却条件の２段
冷却の多段階焼入れを行うにおいて、まず、固定入子の有する上記の「５１．２６」のＶ
／Ｓ値を、１段目の冷却に係る「ｔＨ＝０．６５７２（Ｖ／Ｓ）－９．９７７４」の補正
された関数ｆＨに、および、２段目の冷却に係る「ｔＬ＝０．６７６２（Ｖ／Ｓ）－６．
２８１８」の補正された関数ｆＬに、それぞれ代入した。
　その結果、１段目の冷却において、固定入子の中心部分の温度が、１０２０℃の焼入れ
温度（ＴｓＨ）から、６５０℃（ＴｅＨ）に到達するまでの冷却時間ｔＨ１は「２３．７
１分」と算出された。このとき、実際の焼入れでは、管理のしやすさに配慮して、この「
２３．７１分」の冷却時間ｔＨ１の値を小数点第一位で四捨五入し、実際に管理する冷却
時間ｔＨ１を「２４分」とした。そして、この実際に管理する冷却時間ｔＨ１が経過する
間の冷却速度は、［（１０２０－６５０）／２４］＝１５．４℃／分であり、上述した「
１３．５℃／分」の冷却速度Ｒを超えていた。
　また、２段目の冷却において、固定入子の中心部分の温度が、６００℃（ＴｓＬ）から
、２５０℃の焼入れ終了温度（ＴｅＬ）に到達するまでの冷却時間ｔＬ１は「２８．３８
分」と算出された。このとき、実際の焼入れでは、管理のしやすさに配慮して、この「２
８．３８分」の冷却時間ｔＬ１の値を小数点第一位で四捨五入し、実際に管理する冷却時
間ｔＬ１を「２８分」とした。そして、この実際に管理する冷却時間ｔＬ１が経過する間
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度ＲおよびＲ’の間で決定される「７．５～１３．０℃／分」の範囲を満たしていた。
　以上の結果より、最初に設定した鋼種Ａおよび冷却条件Ｃで、上記の冷却時間ｔＨ１お
よびｔＬ１による２段冷却の焼入れを行ったときに、焼入れ後の固定入子の金属組織で十
分なマルテンサイト変態が進み、かつ、割れの発生も抑制できると思われる。よって、鋼
種Ａや冷却条件Ｃの見直しは不要であると判断できた。
【００５６】
　そして、ＳＫＤ６１の鋼種Ａでなる図５の固定入子に、最初に設定した通りの焼入れパ
ターンおよび冷却条件Ｃによる２段冷却の多段階焼入れを、実際に行った。このとき、１
段目の冷却における冷却時間ｔＨ１は、上述した通りの「２４分」とした。そして、２段
目の冷却における冷却時間ｔＬ１は、上述した通りの「２８分」とした。
　そして、焼入れが終了した後の固定入子を観察した結果、その金属組織は十分なマルテ
ンサイト変態が進んでおり、かつ、割れも発生していなかった。また、関数ｆの補正量を
大き目に設定したことで、過冷を防止することもできた。
【００５７】
　以上の結果より、本発明であれば、様々な大きさや形状を有した鋼材に焼入れを行うと
きに、その指示温度までの冷却を、冷却時間で効率よく管理できることがわかった。そし
て、様々な大きさや形状を有した鋼材に焼入れを行うときに、それら鋼材の中心部分の冷
却速度を簡便に推定できることがわかった。これら本発明の鋼材の焼入れ方法で焼入れし
た鋼材に、さらに、焼戻しを行うことで、硬度および靱性等の機械的特性が付与された鋼
材を得ることができる。
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